様式第1号(別紙)
1　分析調査対象建築物(吹き付け建材がある建築物)
	　
	　棟番号
	建築物の名称
	用途・構造
	建築確認年月日・番号
	建築面積
	延べ面積
	階数
	分析調査
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	地上
	地下
	検体数
(B)
	費用(A)
	

	分析調査費
	①
	　
	　
	　
	m2
	m2
	　
	　
	　
	円
	　

	
	②
	　
	　
	　
	m2
	m2
	　
	　
	　
	円
	　

	
	③
	　
	　
	　
	m2
	m2
	　
	　
	　
	円
	　

	
	④
	　
	　
	　
	m2
	m2
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	合計
	円
	　



　　　　　　　 検体採取費　 　　　検体数　　1検体当たりの採取費
検体採取費(C)：　　　　　円　　÷　　　　　＝　　　　　
　　　　　　　 検体運搬費　 　　　検体数　　1検体当たりの運搬費
検体運搬費(D)：　　　　　円　　÷　　　　　＝　　　　　
	　
	　棟番号
	建築物の名称
	分析調査費用
(A)
	検体数
(B)
	1検体当たりの採取費
(C)
	1検体当たりの運搬費
(D)
	分析調査事業費
(A＋B×(C＋D))
	補助対象事業費
(千円未満切捨て)

	補助対象事業費
	①
	　
	円
	　
	円
	円　
	円
	円

	
	②
	　
	円
	　
	円
	円　
	円
	円

	
	③
	　
	円
	　
	円
	円　
	円
	円

	
	④
	　
	円
	　
	円
	円　
	円
	円

	　
	合計
	円
	円


2　分析調査対象外建築物(吹き付け建材が無い建築物)
	　
	　棟番号
	建築物の名称
	用途・構造
	建築確認年月日・番号
	建築面積
	延べ面積
	階数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	地上
	地下
	

	調査対象外建築物
	Ⅰ
	　
	　
	　
	m2
	m2　
	　
	　
	　

	
	Ⅱ
	　
	　
	　
	m2
	m2　
	　
	　
	　

	
	Ⅲ
	　
	　
	　
	m2
	m2　
	　
	　
	　

	
	Ⅳ
	　
	　
	　
	m2
	m2　
	　
	　
	　



	※注1：
	同一敷地内の建築物は、規模に関係なく全て『1　分析調査対象建築物(吹き付け建材がある建築物)』および『2　分析調査対象外建築物(吹付け建材が無い建築物)』欄のいずれかに記入してください。

	※注2：
	同一棟で、複数回建築確認が取られている場合(増築等)は、『建築確認年月日・番号』欄に、棟毎に全て記入してください。

	※注3：
	『1　分析調査対象建築物(吹き付け建材がある建築物)』および『2　分析調査対象外建築物(吹付け建材が無い建築物)』の表は、必要に応じて行を追加してください。

	※注4：
	『1　分析調査対象建築物(吹付け建材がある建築物)』で、やむを得なく、今回の調査対象(補助対象)としない場合は、『備考欄』にその旨を記載してください。

	※注5：
	『検体採取費』および『検体運搬費』は、分析調査を行う機関と同一機関が行う場合にのみ補助対象となります。

	※注6：
	『棟番号』は、別添の配置図中の建築物と整合させてください。

	※注7：
	補助対象事業費は、原則、1棟あたり25万円となります。



